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基本方針 まちなかの賑わいを創出する交通戦略 －都心部の移動円滑化－

⑨ 公共交通や歩行者自転車空間創出に資する道路空間の再構築 

①取り組みの方向性

③ 具体的な取り組み案

②取り組みの考え方

○ 公共交通や歩行者自転車通行空間を確保し、賑わいの創出につながる道路空間の利活用

を推進します。 

[自転車走行空間の整備] 

車道混在（幅広路肩・矢羽根） 

自転車道 自転車専用通行帯 自転車歩行者道活用 

都心部への通過交通抑制に資する道路整備を進めながら、まちなかを人が集い、憩い、賑

わう場としていくため、基幹公共交通軸を中心に公共交通、歩行者が優先となる道路空間の

再構築を検討し、誰もが歩きやすい歩道確保やユニバーサルデザイン化などを進めます。 

自転車走行空間ネットワークの構築及び新潟駅周辺、万代、古町地区の駐輪場整備につい

ては着実に整備が進捗していることから、今後も環境にやさしい交通手段として自転車が使

いやすいまちづくりを進め、まちなかの賑わいを創出します。 

 道路機能の分担と再構築による多様な道路空間整備の推進 

 自転車走行空間ネットワークの整備促進（再掲） 

 新潟駅周辺、万代、古町地区の駐輪場整備促進（再掲） 

 ぐるりん新潟島の利便性向上              など 
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[早川堀通りの道路空間整備（道路再構築の例）] 

歩道（ｱｽﾌｧﾙﾄ） 植栽 車道（ｱｽﾌｧﾙﾄ） 植栽 歩道（ｱｽﾌｧﾙﾄ）

歩道（煉瓦） 植栽 車道（ｱｽﾌｧﾙﾄ） 植栽 水路 歩道（自然石） 歩道（煉瓦）

水道

花壇縁石煉瓦縁石

歩車道境界縁石

煉瓦縁石煉瓦縁石花壇縁石

歩車道境界縁石

自由勾配側溝（皿型）

煉瓦縁石

路肩舗装（小舗石）

赤
坂
町
側

西
湊
町
側

整備前

整備後

４車線

２車線

整備前 

４車線あった車道を 2車線に減らし歩道を広くす
るとともに、かつての堀割をイメージした「せせらぎ」な
どを整備し、ゆとりある空間を創出。

整備後 

かつての堀割をイメージした「せせらぎ」 地元主催のイベント 

早川堀通り

位置図
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基本方針 暮らしを支えるモビリティを地域で育む交通戦略 

                   －生活交通の確保維持・強化－ 

⑩ 地域のまちづくりと連携した区内公共交通網の形成 

①取り組みの方向性

③ 具体的な取り組み案

②取り組みの考え方

○ 公共交通は区内の生活拠点内や拠点間を結ぶなど、地域のまちづくりと連携して形成し

ます。 

平成 29 年度に実施した「交通環境に対する市民意識調査」では、交通施策の利用有無につ

いて、区バス・住民バスを利用したことのある市民の割合は、区バスで約 19％、住民バスで

約 5％と低い状況となっている一方、区バス・住民バスの利用者は毎年増加しているため、

引き続き、区バス・住民バスなどの区内公共交通網の形成を図りながら、さらなる利用促進

に向けた周知、啓発活動を積極的に進めます。 

また、地域のまちづくりと連携したうえで、区内の道路環境整備や路線バス、コミュニテ

ィバスの運行支援などに取り組みます。 

 区内公共交通網の形成 

 区バスの利便性向上と利用促進 

 地域内道路環境の整備 

 路線バスの運行支援       など 
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[地域のまちづくりと連携した区内公共交通網の形成イメージ] 

地域のまちづくりと連携した

区内公共交通網の形成

車を運転できない人のための交通確保 

車に頼らなくても生活に必要なサ

ービスを享受できる日常生活圏 

■日常生活を支える主要なサービ

ス機能を充実 

■祭りや地域の産業、伝統、文化

を活かしたまちづくり 

都心及び都心周辺部

生活圏

学校 

病院 
区役所 

鉄道駅 

公民館 

自宅 

田園地域 

既存バス路線 

商店

P&R

乗合タクシー

コミュニティバス

まちなかを結ぶサービスの強化 

・公共交通乗り継ぎ強化 

・交通結節点の環境整備 

ラストワンマイルの交通確保 

連携形成 
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基本方針 暮らしを支えるモビリティを地域で育む交通戦略 

                   －生活交通の確保維持・強化－ 

⑪ 多様なライフステージのニーズや需要に応じた交通手段の活用 

①取り組みの方向性

③ 具体的な取り組み案

②取り組みの考え方

○ 地域の移動ニーズや需要に応じて、乗合タクシーや自家用車等を含めた適切な交通手段

を活用します。 

○ 超高齢社会が進展するなか、各々のニーズや需要に対応するため、事例等を踏まえつつ

検討します。 

 住民バス運行支援や社会実験の実施 

 デマンド交通、乗合タクシー等の社会実験の実施 

 高齢者のニーズに応じたサービスの検討 

 新たなシェアサイクルの導入検討         など 

平成 29 年度に実施した「市政世論調査」では、市民の約 8割が「自動車に頼らなくては移

動しにくいまち」と感じているため、様々なライフステージに応じた生活交通を充実させる

必要があります。 

地域の移動ニーズ、需要に応じ、幹線的な交通としての鉄道・バスにアクセスするフィー

ダー交通としてのバス・タクシー・自転車・自家用車の役割分担を図ります。 

多様なライフステージのニーズや需要への対応として、高齢者に対しては、利用満足度が

高い「おでかけ支援事業」を過度な財政負担とならない水準で引き続き継続するほか、これ

までに取り組んできたデマンド交通の社会実験などを検証しながら、地域のニーズ、需要に

即した生活交通の確保に取り組みます。 

また、高齢者以外の世代に対しては、路線バスで対応できない区間をコミュニティバスや

デマンド交通などで補完することや、新たにシェアサイクルの導入などを検討し、多様な交

通手段を選択できるまちづくりを進めます。 
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フリーバス 

（北陸鉄道株式会社）： 

北陸鉄道株式会社では、フリ

ー乗降区間を複数設定し、バ

ス停以外での安全な場所での

乗降を可能としている。 

[新たなシェアサイクルの導入検討] 

コンビニに設置した事例 駐車場に設置した事例 ショッピングセンターに設置

した事例 

商店街との連携事例（金沢市） 

出典：国土交通省

[需要・ニーズに応じたフィーダー交通のイメージ] 

コミュニティバス： 

行政が中心となって、既存の 

路線以外のバスを必要として

いる地域に走らせるバス。 

乗合タクシー（左：ジャンボタクシー、右：一般タクシー）： 

自宅や指定の場所から目的地まで、利用者の要望（時間、乗車場所等）

に応えて運行するタクシー。 

需要に応じて車両のサイズを選択する地域が多い。 

フリー乗降区間

出典：北陸鉄道株式会社
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基本方針 暮らしを支えるモビリティを地域で育む交通戦略 

                   －生活交通の確保維持・強化－ 

⑫ 地域主導による計画づくりや運営の推進 

①取り組みの方向性

③ 具体的な取り組み案

②取り組みの考え方

○ 地域のニーズに応じた交通サービスを効率的に提供するため、自治会等の地域主導によ

る計画づくりや運営を推進します。 

[住民バス] 

住民組織が主体運営する
住民バス

これまでに取り組んできた様々な施策を土台に、地域に根差した生活交通を確保維持・強

化する仕組みづくりが必要です。 

公共交通の空白地や不便地域では、沿線の人口や運行距離などの採算面の問題から、路線

バスを交通事業者が自主運行することに限界があります。 

このため、路線バスの運行には、地域住民の積極的かつ主体的な参画が必要とされ、それ

ぞれの地域の交通課題の解決に住民が主体となって取り組めるよう、今後も引き続き、住民

バス団体の立ち上げから本格運行開始までに必要となる準備、手続きを積極的に支援します。

 地域の自主的な運営による交通手段の確保 

 住民バス団体の立ち上げ・運営支援 

 行政と交通事業者、地域住民の連携     など 
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[地域主導による交通計画イメージ] 
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基本方針 みんなで築き上げる交通戦略 －市民や関係者による協働－ 

⑬ 公共交通等の利用促進に向けた情報提供や意識啓発の強化 

①取り組みの方向性

③ 具体的な取り組み案

②取り組みの考え方

○ 公共交通や自転車の利用促進に向け、サービス等に関する情報提供や意識啓発を強化し

ます。 

○ ICT 技術等を活用した情報提供の充実を図ります。 

○ 都心部におけるイベント時等を活用し、公共交通や自転車利用の意識啓発を図ります。

バスの利用者数は新バスシステム導入後、下げ止まったものの、自家用車の分担率は平成

23 年から 5 年間で 1.7％増加しており、依然として増加傾向にあることから、引き続き、公

共交通等の利用促進に向けた情報提供や意識啓発の強化を図ります。 

これまで、公共交通利用に関する意識啓発として、各種イベントでの利用促進に関するＰ

Ｒ活動などを実施してきたほか、今後もモビリティ・マネジメント推進しながら、公共交通

の位置情報などを気軽にスマートフォンやｗｅｂページで確認できるＩＣＴ技術などの活用

を促進し、サービス提供を強化します。 

また、ＩＣＴ技術を活用し、移動するごとに目的地の情報や乗り換え案内などの情報を得

られるシステムなどの構築を検討します。 

さらに、官公庁が率先してエコ通勤、ノーマイカーデーの推進に取り組むほか、自律的に

「歩く」を基本とする「健幸」なまち「スマートウエルネスシティ」の構築に資する取り組

みや、エコモビリティライフの推進に取り組み、公共交通などの利用促進に向けた情報提供

や意識啓発の強化に努めます。 

 モビリティ・マネジメントの推進 

 エコモビリティライフの推進 

 スマートウエルネスシティの推進 

 ＩＣＴ技術の活用推進       など 
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[各施設に適した情報提供イメージ] 

【公民館】 

・MMパンフレット

配布 

【鉄道駅】 

・総合情報案内板 

・案内サイン 

・統一された公共交通 

路線マップ配布 

 ・りゅーとカードの案内

チラシ配布 

 ・観光マップ配布 

（観光案内所） 

【交通結節点（トランジットセンター）】 

・りゅーとカードのチラシ配布 

・地区ごとの詳細な路線マップ配布

【観光地】 

・公共交通を活用した

観光マップ配布 

（次の観光地へ案内）

【学校】 

・学校MMパンフレット配布

【バス内】 

・乗継情報提供 

・位置情報 

【駅前広場】 

・公共交通に関する情報案内施設

【中心市街地】 

・バスロケーションシステム 

の提供 
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基本方針 みんなで築き上げる交通戦略 －市民や関係者による協働－ 

⑭ ユニバーサルデザインの推進 

①取り組みの方向性

③ 具体的な取り組み案

②取り組みの考え方

○ バリアフリー化や多言語案内などのユニバーサルデザインを推進します。 

これまで、「新潟市交通バリアフリー基本構想」に基づき、歩道、鉄道駅のバリアフリー化

を進めてきましたが、平成 29 年度に実施した「市政世論調査」では、「移動しやすいまちを

実感するために必要なこと」として、「バリアフリー化された歩道が整備されていること」が

回答結果の上位に位置付けられていることから、引き続き、誰もが歩きやすい歩道確保やユ

ニバーサルデザイン化を進めます。 

また、可能な限りすべての人が安心、安全、快適に公共交通を利用できるよう、交通事業

者と連携を図りながら、ユニバーサルデザインタクシー・ノンステップバスなどの導入促進

に努めるほか、先進的なバリアレス縁石の導入について、引き続き検討を進めます。 

さらに、新たにインバウンド需要に応じた多言語化案内サインや、情報案内板の整備を促

進します。 

 歩道のバリアフリー化の推進 

 鉄道駅のバリアフリー化推進 

 ノンステップバス、バリアレス縁石の導入推進 

 多言語化サインの整備促進（再掲）        など 



28 

[バリアレス縁石の導入] 

実証実験の実施（バス停への設置） 
 H28年度
「秋葉区役所・総合体育館前」

 H29年度
「程島ショッピングセンター前」 

[鉄道駅のバリアフリー促進] 

JR 小針駅バリアフリー化（整備中） エレベーター設置（ＪＲ東新潟駅）

バリアレス縁石の導入状況 



29 

基本方針 みんなで築き上げる交通戦略 －市民や関係者による協働－ 

⑮ 地域主導による計画づくりや運営の推進【再掲】 

①取り組みの方向性

③ 具体的な取り組み案

②取り組みの考え方

○ 地域のニーズに応じた交通サービスを効率的に提供するため、地域主導による計画づく

りや運営を推進します。 

[住民バス] 

住民組織が主体運営する
住民バス

これまでに取り組んできた様々な施策を土台に、地域に根差した生活交通を確保維持・強

化する仕組みづくりが必要です。 

公共交通の空白地や不便地域では、沿線の人口や運行距離などの採算面の問題から、路線

バスを交通事業者が自主運行することに限界があります。 

このため、路線バスの運行には、地域住民の積極的かつ主体的な参画が必要とされ、それ

ぞれの地域の交通課題の解決に住民が主体となって取り組めるよう、今後も引き続き、住民

バス団体の立ち上げから本格運行開始までに必要となる準備、手続きを積極的に支援します。

 地域の自主的な運営による交通手段の確保（再掲） 

 住民バス団体の立ち上げ・運営支援（再掲） 

 行政と交通事業者、地域住民の連携（再掲）     など 
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[地域主導による交通計画イメージ] 
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基本方針 みんなで築き上げる交通戦略 －市民や関係者による協働－ 

⑯ 民間活力による新技術等の導入促進 

①取り組みの方向性

③ 具体的な取り組み案

②取り組みの考え方

○ 効率的に交通課題を解決するため、民間活力の導入を促進します。 

○ 新技術等の導入に向けた社会実験を誘致・支援します。 

自動車の自動運転や公共交通の位置情報などに活用されるＩＣＴの新技術は、運転士不足

や交通空白地域への対応など交通施策の諸課題の解決に効果が期待されています。 

このため、ＩＣＴ技術を活用したＥＴＣ、バスロケーションシステム、デマンド交通予約

システム、タクシー配車アプリなどの公共交通に関する技術や、信号制御の高度化技術など

交通制御に関する技術の進歩にも注視し、その導入方法などを検討します。 

さらに次世代自動車の導入については、環境に優しい水素バス、ＥＶバスなどの導入を検

討するほか、小型カートや小型バスなどを活用したラストワンマイル自動運転などの開発状

況などを踏まえながら、社会実験の誘致や導入促進に向けた検討を進めます。 

 自動運転技術、次世代自動車の導入促進 

 ＩＣＴ技術の活用推進（再掲）      など 

[民間事業者の車両を用いた自動運転の実証実験事例] 【スマートフォンを活用した相乗りタクシー

実証実験（東京都内）】 

出典：国土交通省
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民間事業者との協働による小型電動車両

を活用したカーシェアリング実験 

（横浜市） 

量産型燃料電池バス（東京都） 

【民間事業者の車両を用いた社会実験等】 

民間事業者の車両を用いた電気バス導入 

（豊島区） 

搭乗型移動支援ロボットを用いた 

観光ツアー実証実験（つくば市） 


